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１．19年3月期の連結業績（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

(1)連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
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(2)連結財政状態
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(3)連結キャッシュ･フローの状況
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３．20年3月期の連結業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日）
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）
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４．その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 有・無

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

　　事項の変更に記載されるもの）

　　　①　会計基準等の改正に伴う変更 有・無

　　　②　①以外の変更 有・無

　　　(注) 詳細は、17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

　　　①期末発行済株式数(自己株式を含む) 19年3月期 株 18年3月期 株

　　　②期末自己株式数 19年3月期 株 18年3月期 株
　　  (注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、21ページ「１株当たり情報」を
　　　　　ご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．19年3月期の個別業績（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

(1)個別経営成績 （％表示は対前期増減率）
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（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

 ①全般の状況 

平成18年度のわが国経済を見ますと、個人消費がおおむね横ばいで推移するなど家計部門

の一部に力強さは欠けるものの、設備投資や生産が増加するなど企業部門に牽引され、景気

は回復を続けてまいりました。 

このような情勢のもと、当年度の総販売電力量は、1,472億6千万kWhと前年度に比べて0.1％

の増加となりました。その内訳を見ますと、「電灯」および「電力」につきましては、冬場の

気温が前年にくらべて高く推移し、暖房需要が減少したことなどから、553億9千万kWhと前年

実績を1.7％下回りました。また、自由化の対象である「特定規模需要」につきましては、暖

房需要が減少したものの、設備投資や企業の生産が増加したことなどにより、918億7千万kWh

と前年実績を1.2％上回りました。 

 

  一方、電気事業以外の事業におきましては、情報通信、総合エネルギー、生活アメニティ

といった事業分野を中心に展開を進めております。情報通信事業では、ＦＴＴＨサービスを

軸に収益拡大を図っており、契約件数も大幅に増加いたしました。また、その他の事業につ

きましても、総合エネルギー事業ではガスを含めたエネルギー・ソリューションを、生活ア

メニティ事業では住宅関連サービスと生活関連サービスを提供し、各々の分野で収益基盤の

拡大を進めております。 

 

以上のような事業展開のもと、当年度の売上高（営業収益）は、2,596,371百万円（前年度

比0.7%の増加）、営業利益は271,644百万円（前年度比17.0%の減少）、経常利益は231,676百万

円（前年度比6.4%の減少）、当期純利益は147,935百万円（前年度比8.1%の減少）となりまし

た。 

 

 

 ②経営成績の分析 

○営業利益（事業の種類別セグメントの業績） 

[電気事業] 

   お客さまニーズにお応えする新商品・新メニューやソリューションの提供により、住宅・

産業・空調分野でのシェア拡大を目指しております。平成18～19年度の合計で全電化住宅 

23万軒、蓄熱システムをはじめとする電化機器・システム（高圧のお客さま用の電化特約メ

ニューの採用）2,700件を獲得するとの目標に対し、この期間の半分に相当する平成18年度に

は、全電化住宅11.4万軒、蓄熱システムをはじめとする電化機器・システム1,435件とほぼ目

標通り獲得することができるなど、着実に実績を伸ばしております。 

   

収入面では、総販売電力量は増加いたしましたが、平成18年４月に実施した電気料金の引

き下げの影響などにより、電灯電力料収入が減少し、売上高は2,338,194百万円と、前年度

に比べて20,522百万円の減収（△0.9%）となりました。 

また、平成17年度に実施した退職年金制度の改定等により退職給与金が減少したことに加

え、諸経費の節減に努めましたが、燃料価格の大幅な上昇により火力発電用の燃料費が増加

したことや修繕費が増加したことなどにより、営業利益は229,955百万円と、前年度に比べ

て69,746百万円の減益（△23.3％）となりました。 
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[情報通信事業] 

 ㈱ケイ・オプティコムを中核会社として、超高速（１Gbps）から64kbpsまで、また、屋内

から屋外まで、お客さまのニーズに応じた幅広いメニューを取り揃え、家庭向け、企業向け

に総合的な情報通信サービスを提供しております。 

 収入面では、厳しい競争下にありますが、積極的な販売活動によりお客さまの獲得を進め

ています。中でも主力となるＦＴＴＨサービスにつきましては、近畿２府４県の90％を越え

るエリアカバー率の強みを活かしながら、「光インターネット＋光電話＋光テレビ」の３つの

サービスを「ｅｏ光」の統一ブランドのもと提供しており、同サービスの契約件数は平成18

年度末で52万件と、前年度末に比べ37％増加させることができました。 

この結果、情報通信事業の売上高は、84,373百万円と、前年度に比べて10,006百万円の増

収（＋13.5%）、営業利益は8,983百万円と、前年度に比べて4,273百万円の増益（＋90.7%）と

なりました。 

 

 

[その他の事業] 

総合エネルギー事業では、お客さまへのベストエネルギーの提供という観点から、電気に

加え、ガス、ＬＮＧ、コージェネ用燃料の石油等のエネルギー販売や、オンサイトサービス

などを適切に組み合わせたトータルソリューションを提供しております。また生活アメニテ

ィ事業では、付加価値の高い生活環境づくりをお手伝いするため、オール電化住宅の提供を

はじめとする住宅関連サービスと、ホームセキュリティや介護などの安全・安心なくらしの

実現をサポートする生活関連サービスを提供しております。 

 収入面では、総合エネルギー事業におきまして、ガス等のエネルギー販売量が76万トン

（天然ガス換算）と前年度を上回りました。また、生活アメニティ事業でも、オール電化を

ベースにインターネットやホームセキュリティなどを備えた高付加価値住宅の普及や、生活

関連サービスの新たなお客さまの獲得が進んでおります。 

これらの結果、その他の事業の売上高は173,803百万円と、前年度に比べて27,827百万円

の増収（＋19.1%）、営業利益は32,665百万円と、前年度に比べて11,647百万円の増益（＋55.4%）

となりました。 

 

 

○経常利益 

営業外収益は、前年度に比べて12,897百万円増加（+72.5%）の30,687百万円となりました。

これは、保有有価証券を売却したことなどによるものであります。この結果、売上高と合わ

せた経常収益合計は、前年度に比べて30,209百万円増収（+1.2%）の、2,627,059百万円とす

ることができました。 

営業外費用では、前年度に比べて26,751百万円減少（△27.5%）の70,655百万円となりまし

た。これは、社債買入償還に伴う費用が減少したことなどによりその他の営業外費用が前年

度に比べて20,924百万円減少（△68.2%）したことなどによるものであります。この結果、

営業費用と合わせた経常費用合計は2,395,382百万円と、前年度に比べて46,085百万円の増

加（+2.0%）となりました。 

以上の結果、経常利益は、前年度に比べて15,875百万円減益（△6.4％）の、231,676百万

円となりました。 

 

 

○当期純利益 

   電気事業法の規定に基づき、当年度は渇水準備引当金を101百万円取崩しました結果、税金

等調整前当期純利益は前年度に比べて25,369百万円減益（△9.9%）の231,778百万円となりま

した。ここから法人税等の税額、法人税等調整額、少数株主利益を加減した当期純利益は、

前年度に比べて13,114百万円減益（△8.1%）の147,935百万円となりました。 
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③次期の見通し 

   電気事業におきましては、引き続き厳しい競争環境が見込まれるものの、景気が堅調に推

移するものと予想されることや、オール電化住宅の普及拡大をはじめとする販売活動等によ

り、総販売電力量は対前年比0.6％増の1,482億kWhと想定しております。 

 一方、電気事業以外の事業におきましては、情報通信事業では、本格的に普及しつつある

ＦＴＴＨサービスについて、引き続き積極的な販売活動を進め、契約件数は前年度末に比べ

29％増の67万件をめざしてまいります。また総合エネルギー事業では、エネルギー販売に加

え、ＥＳＣＯ事業や設備管理なども積極的に提案し、お客さまの最適なエネルギー利用を実

現していくとともに、生活アメニティ事業でも、生活関連サービスの面的展開を図りつつ、

効果的なトータルソリューションを提供し、こうした取り組みを通じて、電気を中心に関電

ブランドのサービスを採用いただけるよう努めてまいります。 

  

以上により、連結ベースの売上高は、2,630,000百万円、営業利益は230,000百万円、経常

利益は190,000百万円、当期純利益は117,000百万円程度と見込んでおります。 

 なお、中間期につきましては、売上高は1,310,000百万円、営業利益は160,000百万円、経

常利益は140,000百万円、中間純利益は88,000百万円程度と見込んでおります。 

 

 なお、次期の見通しにつきましては、以下のような前提で算出しております。 

 

総 販 売 電 力 量                 １，４８２億kWh 

為 替 レ ー ト ( ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾊ ﾞ ﾝ ｸ )                 １２０円／ﾄﾞﾙ程度 

全 日 本 原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格                 ６０ﾄﾞﾙ／ﾊﾞﾚﾙ程度 

原 子 力 利 用 率                 ８０．５％ 

出 水 率                 １００％ 
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（２）財政状態に関する分析 

 ○キャッシュ・フローの状況 

当社及び連結子会社は、積極的な販売の促進と安全確保を最優先とした上での経営の効率

化によりキャッシュ・フローのさらなる充実を図るとともに、将来の収益基盤拡大につなが

る新規事業を中心とした投資の推進、ならびに財務体質の強化に積極的に取り組んでおりま

す。 

 営業活動によるキャッシュ・フローについては、電気料金引き下げの影響による電灯電力

料収入の減少に加え、火力発電用の燃料費の増加などがありましたが、使用済燃料再処理等

積立金の取戻し額が増加したことや法人税等の支払額が減少したことなどにより、前年度に

比べて収入が12,893百万円増加（＋2.4％）し、541,771百万円の収入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローについては、主に電気事業において、新規電源の建設

や設備の更新などの設備投資が増加したことなどから、前年度に比べて支出が13,240百万円

増加（＋4.5％）し、306,885百万円の支出となりました。 

 上記により創出したフリー・キャッシュ・フロー234,885百万円を、配当金の支払いや有利

子負債の削減に充当いたしました結果、財務活動によるキャッシュ・フローについては、前

年度に比べて支出が61,311百万円減少（△24.8％）し、186,068百万円の支出となりました。 

  以上の結果、現金及び現金同等物の当年度末残高は、前年度末に比べて48,880百万円増加

（＋87.6％）の104,691百万円となっております。 

 

 

（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

 平成１７年度 平成１８年度 

自己資本比率 ２６．０％ ２７．４％ 

時価ベースの自己資本比率 ３５．３％ ４６．０％ 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ６．３年 ５．９年 

インタレスト･カバレッジ･レシオ ８．６ ９．４ 

 自己資本比率：（純資産 - 少数株主持分） ／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 （注）1.いずれも連結ベースの財務数値により計算している。 

2.利払いは連結損益計算書の支払利息から借入金の期限前弁済に伴う手数料を

除いている。 
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○資産・負債・純資産の状況 

[資産の状況] 

主に電気事業において、安全を最優先として、資産効率向上の観点から設備工事を厳選し

つつ、将来的に最適な設備形成を目指し、新規電源の建設や設備の更新などの投資を行った

結果、設備投資は297,458百万円と、前年度に比べて28,807百万円増加（+10.7%）しましたが、

当年度の減価償却費（378,057百万円）を下回る投資額に抑えることができました。 

   この結果、総資産は6,827,230百万円と、前年度末に比べて29,258百万円の減少（△0.4%）

となりました。 

 

 

[負債の状況] 

設備投資が減価償却費の範囲内となったことなどにより創出したフリー・キャッシュ・フ

ローを有利子負債の削減に充当した結果、有利子負債残高は3,207,205百万円と、前年度末に

比べて116,793百万円削減（△3.5%）できました。 

この結果、負債合計は4,949,875百万円と、前年度末に比べて115,747百万円の減少 

（△2.3％）となり、着実に財務体質の強化を図ることができました。 

 

 

 [純資産の状況] 

配当金の支払い等による減少があったものの、当期純利益の計上および「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」の適用に伴い、繰延ヘッジ損益を純資産の部に計上した

ことの影響などにより、純資産合計は1,877,355百万円と、前年度末の資本合計と比べて

91,369百万円増加（+5.1%）いたしました。こうした純資産の増加に加え、有利子負債の削減

を推進した結果、自己資本比率は、27.4%と前年度末に比べて1.4%向上させることができまし

た。 

   これらの結果、１株当たりの純資産は2,021円60銭と、前年度末の１株当たりの株主資本と

比べて94円31銭の増加となりました。 

 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、中長期的な視点に立って株主価値の増大をめざしてまいります。すなわち、競争時

代にある電気事業において、安全の確保を最優先とした上で効率化を推進し、競争優位を確保

できる料金水準を維持しつつ、財務体質の強化を図ってまいります。したがって、安定配当を

維持しつつ、株主価値を持続的に向上させていくことを利益配分の基本方針としております。 

なお、内部留保資金につきましては、設備投資および財務体質の強化方策に充当してまいり 

ます。 

 

当社は、この基本方針に基づき、当期においては、１株につき60円（うち中間配当30円）の

配当を実施することといたしました。また、次期においては、１株につき60円（うち中間配当

30円）の配当を実施することを予定しております。 
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（４）事業等のリスク 

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、主に以下

のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、決算発表日（平成 19 年 4 月 27 日）現在におい

て当社グループが判断したものであります。 

 

①経済状況について 

電気事業における総販売電力量は、景気の動向によって変動するため、経済状況により、 

当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

 

②電気事業を取り巻く環境の変化について 

電気事業については、自由化対象範囲が全ての高圧のお客さまに拡大されるなどの一連の 

制度改革により、他事業者との競争が拡大しております。また、国内外のエネルギー情勢の

変化を踏まえ、エネルギーセキュリティや地球環境問題への関心が高まる中、平成19年4月か

ら、小売り全面自由化を含めた議論が始まっています。 

なお、使用済燃料の再処理等の原子力のバックエンド事業については、超長期の事業で、 

不確実性を伴いますが、平成17年10月に、原子力発電及びバックエンド事業の円滑な推進に

向けた措置が講じられたことにより、事業者のリスクが軽減されました。また、当面利用可

能となる再処理能力を超えて発生し、中間貯蔵される使用済燃料に関する費用については、

具体的な再処理計画が定まるまでの暫定的な措置として、企業会計上、毎年度引当金として

積み立てることにより財務負担を平準化する制度が、平成18年度より導入されました。なお、

その具体的な処理の方策については、日本原燃㈱六ヶ所再処理工場の運転実績等を踏まえ平

成22年頃から検討を開始するとされています。 

この中間貯蔵分等、原子力バックエンド事業をはじめとした核燃料サイクルに関するコス 

トのうち、未だ必要となる処理の方策が確定していないものについては、その検討結果によ

って、将来的に費用を負担する可能性があります。 

以上のような制度改革やそれに伴う競争の激化など、電気事業を取り巻く事業環境の変化 

により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

 

③電気事業以外の事業について 

当社グループの当連結会計年度の売上高は、「電気事業」が90.1％を占めますが、「情報通 

信事業」、「総合エネルギー分野」、「生活アメニティ分野」の３分野を中心に、グループ一体

となって持続的な成長に向けた事業展開に注力しています。技術革新や他事業者との競合の

進展など、これらの事業における事業環境の変化により、当社グループの業績は影響を受け

る可能性があります。 

 

④天候の状況について 

電気事業における総販売電力量は、冷暖房需要に影響を受けるため、夏季・冬季を中心と 

した天候の状況（特に気温）により、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 
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⑤燃料価格の変動について 

電気事業における主要な火力燃料はＬＮＧ、原油、石炭等であるため、原油価格や外国為 

替相場等の動向によって燃料費は変動します。ただし、原油価格や外国為替相場等の変動を

電気料金に反映させる「燃料費調整制度」により、燃料価格が一定水準を超えて上昇した場

合には電気料金を引き上げることが可能であることから、当社グループの業績への影響は限

定的と考えられます。 

 

⑥金利変動について 

当社グループの有利子負債残高（連結）は、 平成19年３月末時点で、3,207,205百万円（総 

資産の47.0％に相当）であり、今後の市場金利の動向によって、当社グループの業績は影響

を受ける可能性があります。 

ただし、有利子負債残高の96.5％（3,094,515百万円）は長期借入金、社債の長期資金であ 

り、その殆どは固定金利で調達しております。また、財務体質強化のために有利子負債残高

の削減にも取り組んでいることから、金利の変動による当社グループの業績への影響は限定

的と考えられます。 

   

⑦操業リスクについて 

自然災害や事故、コンプライアンス上の問題等により、設備の操業に支障を生じた場合、 

当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。これに対し、自然災害の影響を軽減

するような設備の形成・保全、事故を起こさないための安全最優先の事業運営、およびコン

プライアンスの徹底に取り組んでおります。特に、原子力発電の安全を確実なものにしてい

くことが、最重要の経営課題であると認識しており、事故防止対策を確実に実施してまいり

ます。また、当社および当社が受電している他社の電源の事故等により、供給力が減少する

場合に備え、予備力確保を含めた適切な供給計画の策定に努めております。 

 

⑧情報の管理について 

当社グループが保有するお客さま情報をはじめ、業務上取扱う重要情報について、社外へ 

の流出が起こるなど問題が発生した場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があり

ます。これに対し、情報システムの強化や社内ルールの整備、従業員教育を実施し、情報の

厳正な管理に努めております。 
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２．企業集団の状況 

    最近の有価証券報告書（平成18年6月29日提出）における｢事業の内容(事業系統図)｣及び「関

係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

 

３．経営方針 

当社グループは、平成16年３月に「関西電力グループ経営ビジョン」を策定し、めざすべき

企業像として掲げた「お客さま満足Ｎｏ．１企業」の実現に向けて、さまざまな事業活動に取

り組んでおります。 

この経営ビジョンの実現に至る道筋をより明確にするため、当社グループは、このたび、お

おむね10年先を見据え、「関西電力グループ中長期計画」をとりまとめました。具体的には、

中長期的な視点から、当社グループ全体として事業経営の質を高めるとともに､グループの総合

力を発揮し、さらに成長を押し上げる取組みを推進していく、そして、こうした取組みを効果

的に進めるなかで、従業員の成長も促していくことといたしております。 

現在、わが国経済、関西経済は、ともに堅調に推移しておりますが、エネルギー間競争は拡

大し、エネルギーセキュリティの確保や地球環境問題への積極的な対応が、一層求められるよ

うになっております。そうした経営環境のなか、当社は、本年２月に、美浜発電所３号機の本

格運転を再開することができましたが、その一方で、発電設備に係るデータ改ざんなど、社会

のみなさまからの信頼を損ないかねない事例が判明いたしております。 

こうした状況を踏まえ、中長期計画の初年度である平成19年度は、ＣＳＲ（企業の社会的責

任）を軸に、「安全最優先・お客さま価値の創造・人づくり」の３つのアクションプランに沿

った取組みを展開していきたいと考えております。 

特に、事業活動の根幹である安全確保については、美浜発電所３号機事故の教訓と反省を決

して忘れることなく、地道な取組みを継続してまいります。あわせて、ＣＳＲ活動の推進や、

品質マネジメントシステムの効果的な活用などにより、適正に業務を遂行するとともに、企業

価値を大きく毀損するリスクの発生を未然に防止してまいります。 

また、安全最優先で、原子力を基軸に最適な電源構成を築き、効率的で高品質な電力流通設

備を維持運営することなどにより、電力の安全・安定供給の使命を果たしてまいります。 

加えて、総合エネルギーをはじめ、情報通信、生活アメニティ、海外電気事業などの分野に

おいても、グループの総合力を存分に発揮して、高品質で、環境にも優しい商品やサービスを

ご提供・ご提案し、さらなるお客さま価値の創造に努めてまいります。 

さらに、すべての取組みの原動力である従業員一人ひとりの成長を支えるしくみづくりにも、

引き続き注力してまいります。 

当社グループはこのような取組みを通じまして、「お客さま満足Ｎｏ.１企業」の実現に向け

て、これからも力強く前進してまいりたいと考えております。 

 

アクションプランで掲げた取組みを確実に遂行することにより、当社グループは、グループ 

一体となって持続的な成長を図りますが、一方で、成長を支える財務基盤の強化にも注力して

いかなければなりません。 

そのため、財務体質強化のための指標として、連結自己資本比率および連結有利子負債残高 

の２つを掲げ、財務体質の強化に取り組んでまいります。 

 

連結自己資本比率 ３０％程度（平成１９年度末目途） 

連結有利子負債残高 ３.０兆円程度（平成１９年度末目途） 
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４．連結財務諸表

連　結　貸　借　対　照　表

平成１９年　３月３１日現在

(単位：百万円)

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

△ 125,102 △ 108,432

△ 189,464  110,624

△ 19,414 △ 224,981

△ 48,534 △ 28,254

△ 9,580  16,119

△ 71,320  13,138

△ 20,919  10,652

△ 12,722 △ 192

△ 5,963 △ 5,539

△ 1,009

 2,357 △ 7,213

 29,263  35,662

 29,263 △ 44,956

△ 28,633 △ 1,992

 3,612  3,152

△ 32,246  337

 61,374  584

 4,323

 47,068 △ 101

△ 7,115 △ 101

 17,210

△ 1,405 △ 1,517 △ 112 △ 115,747

△ 4,880

 95,843 △ 489,320

 60,837 △ 66,626

 10,893 △ 1,181,364

 91,000  120,624 － △ 120,624

△ 10,382 △ 71,951 －  71,951

△ 56,776

△ 2,411 △ 2,138  272 △ 1,785,985

1,751,866 1,751,866

489,320 489,320

66,676 66,676

1,268,880 1,268,880

－ △ 73,011 △ 73,011

120,547 120,547

105,194 105,194

15,157 15,157

195 195

4,941 4,941

1,877,355 1,877,355

合　　　　　   計 △ 29,258 △ 29,258

422,294 繰 延 税 金 負 債

69,44866,296

科　　　　   目

－ 337390,048

94,59796,590

105,849150,806

科　　　　   目

流 動 資 産 487,674391,830

加 工 中 等 核 燃 料

そ の 他 の 投 資 等 216,698199,488

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

繰 延 税 金 資 産

－1,181,364利 益 剰 余 金受 取 手 形 及 び 売 掛 金 158,833147,940

株 主 資 本 －

純 資 産 合 計 －

為 替 換 算 調 整 勘 定 －

少 数 株 主 持 分 －

その他有価証券評価差額金 －

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 －

6,856,489

－

資 本 金 －

資 本 剰 余 金 －

－1,785,985

6,827,2306,856,489 合　　　　　   計 6,827,230

利 益 剰 余 金 －

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 ) 資 本 合 計

た な 卸 資 産 － 91,000

20,71931,101

そ の 他 の 流 動 資 産 91,618148,395

8,5418,642

資 本 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

負 債 合 計 4,949,8755,065,622

－

現 金 及 び 預 金 127,641

資 本 金 －489,320

－66,62666,804

275,659282,775

4,880

渇 水 準 備 引 当 金

少 数 株 主 持 分

8,5418,642

長 期 投 資 318,168313,845

特 別 法 上 の 引 当 金使用済燃料再処理等積立金 183,371136,302

221,808221,224投 資 そ の 他 の 資 産 992,380931,005 そ の 他 の 流 動 負 債

核 燃 料 483,774

装 荷 核 燃 料 93,72690,113 未 払 税 金

512,407 支 払 手 形 及 び 買 掛 金

固 定 資 産 仮 勘 定 279,543250,279

短 期 借 入 金建設仮勘定及び除却仮勘定 279,543250,279

370,034334,371

その他の電気事業固定資産 22,628

そ の 他 の 固 定 資 産 482,510480,152

１年以内に期限到来の固定負債

23,637

流 動 負 債

64,15669,695そ の 他 の 固 定 負 債

862,076869,290

業 務 設 備 134,909140,873

配 電 設 備 915,265927,987 95287

送 電 設 備 1,300,948

変 電 設 備 463,444484,364

繰 延 税 金 負 債

1,372,268

原子力発電施設解体引当金

348,896377,150

665,795649,675

260,406249,754

原 子 力 発 電 設 備 360,680370,260 使用済燃料再処理等引当金

使用済燃料再処理等準備引当金 － 13,138

汽 力 発 電 設 備 501,395549,929 退 職 給 付 引 当 金

1,436,0181,325,394

水 力 発 電 設 備 402,076421,490 長 期 借 入 金 1,290,7491,515,731

電 気 事 業 固 定 資 産 4,101,3484,290,813 社 債

前連結会計年度 比   較

4,079,2574,187,689

当連結会計年度前連結会計年度 比   較 当連結会計年度

固 定 資 産 6,339,5566,464,658 固 定 負 債
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連　結　損　益　計　算　書

自　平成１８年　４月　１日
至　平成１９年　３月３１日

(単位：百万円)

費　　　　　　用　　　　　　の　　　　　　部 収　　　　　　益　　　　　　の　　　　　　部

比  較 比  較

72,837 2,579,059 2,596,371  17,311

52,203 2,358,717 2,338,194 △ 20,522

20,634 220,342 258,177  37,834

( 327,170 ( 271,644 55,525

26,751 17,790 30,687  12,897

5,827 2,721 4,131  1,410

20,924 932 2,424  1,491

3,343 3,688  344

10,792 20,443  9,651

46,085 2,596,849 2,627,059  30,209

△ 15,875

△ 9,595 101  9,494

△ 9,595 101  9,494

25,369

18,487

 3,033 5,344

748

138

13,114

当連結会計年度

 

当連結会計年度

電 気 事 業 営 業 費 用

2,251,889

2,048,482

科　　　　　目科　　　　　目

営 業 費 用

前連結会計年度 前連結会計年度

 

 そ の 他 事 業 営 業 収 益

74,716

8,378

電 気 事 業 営 業 収 益

2,395,382  当 期 経 常 収 益 合 計

△

 

△

2,324,726 営 業 収 益

2,100,685

60,885 △支 払 利 息 受 取 配 当 金

70,655

渇水準備引当金取崩し(貸方)

持分法による投資利益

そ の 他 の 営 業 外 費 用 9,770 △30,694

2,349,296

営 業 利 益

224,041

営 業 外 収 益

203,407そ の 他 事 業 営 業 費 用

営 業 外 費 用 △97,407

△

66,712

受 取 利 息

そ の 他 の 営 業 外 収 益

当 期 経 常 利 益

渇水準備金引当又は取崩し

税金等調整前当期純利益

少 数 株 主 損 失

93,203

257,148

138

法人税、住民税及び事業税

少 数 株 主 利 益

当 期 経 常 費 用 合 計

231,778

247,552

△

△

法 人 税 等 調 整 額

 

147,935161,049

－ 748

当 期 純 利 益

－ △

231,676

△

)) )(
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(単位：百万円)

（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高 66,626

資本剰余金増加高 －

資本剰余金減少高 －

資本剰余金期末残高 66,626

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高 1,067,589

利益剰余金増加高 161,049

当期純利益 161,049

利益剰余金減少高 47,275

配当金 46,853

役員賞与 217

連結子会社除外に伴う減少高 204

利益剰余金期末残高 1,181,364

連 結 剰 余 金 計 算 書

科　　　　　目 自　平成17年 4月 1日
至　平成18年 3月31日

前連結会計年度
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△ 71,951

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当　（注） △ 32,440 △ 32,440

剰余金の配当 △ 27,802 △ 27,802

役員賞与金の支給　（注） △ 282 △ 282

当期純利益  147,935  147,935

連結子会社除外に伴う増加高   107  107

自己株式の取得 △ 1,188 △ 1,188

自己株式の処分 49  128  178

－ 49 87,516 △ 1,060  86,505

△ 73,011

－ －  4,880

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当　（注） △ 32,440

剰余金の配当 △ 27,802

役員賞与金の支給　（注） △ 282

当期純利益  147,935

連結子会社除外に伴う増加高  107

自己株式の取得 △ 1,188

自己株式の処分  178

△ 15,429  15,157  194 △ 77  60 △ 16

△ 15,429  15,157  194 △ 77  60  86,489

 15,157  195  4,941

（注）　平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目である。

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

1,877,355105,194

120,624 120,624

120,547

1,790,866

為 替 換 算

調 整 勘 定

評価・換算
差 額 等
合 計

平成19年3月31日残高
　　　　　　　　　　　 　　　　（百万円）

489,320

489,320

1,181,364

1,268,880

平成18年3月31日残高
　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

繰延ヘッジ

損 益

66,626

66,676

連結会計年度中の変動額合計
　　　　　　　　　　　　　 　  （百万円）

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連結会計年度中の変動額合計
　　　　　　　　　　　　　 　  （百万円）

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当連結会計年度　（自　平成18年4月1日　　至　平成19年3月31日）

純 資 産

合 計

株主資本

平成19年3月31日残高
　　　　　　　　　　　 　　　　（百万円）

平成18年3月31日残高
　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

1,665,360

1,751,866

少 数 株 主

持 分

評価・換算差額等

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金
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（単位：百万円）

Ⅰ 

 257,148  231,778 △  25,369

 402,687  378,057 △  24,629

核燃料減損額  47,158  47,511  353

 11,290  12,680  1,390

使用済燃料再処理等費振替額  31,524  25,496 △  6,027

退職給付引当金の増加又は減少額  13,203 △  27,663 △  40,867

 18,996  16,119 △  2,876

 －  13,138  13,138

 16,632  10,652 △  5,980

渇水準備引当金の増加又は減少額 △  9,595 △  101  9,494

受取利息及び受取配当金 △  3,653 △  6,555 △  2,901

支払利息  66,712  60,885 △  5,827

△  136,302 △  47,068  89,234

△  4,595 △  13,819 △  9,224

たな卸資産の増加又は減少額  － △  29,826 △  29,826

 19,884 △  3,665 △  23,550

△  21,045  11,161  32,207

 710,044  678,779 △  31,264

 4,676  7,654  2,978

△  67,236 △  62,710  4,526

△  118,605 △  81,951  36,653

 528,878  541,771  12,893

   

Ⅱ    

△  276,629 △  293,903 △  17,273

△  34,636 △  66,247 △  31,611

 22,658  44,614  21,956

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 －  1,614  1,614

営業譲受による支出 － △  3,550 △  3,550

△  15,129 △  7,402  7,727

 10,090  17,988  7,897

△  293,645 △  306,885 △  13,240

   

Ⅲ    

 149,241  183,905  34,663

△  59,870 △  139,545 △  79,675

 140,159  121,143 △  19,016

△  307,026 △  245,604  61,422

 327,426  246,394 △  81,032

△  349,515 △  291,246  58,268

 212,000  390,000  178,000

△  280,000 △  390,000 △  110,000

自己株式の取得による支出 △  32,884 △  1,184  31,699

△  46,839 △  60,208 △  13,368

△  72  277  350

△  247,379 △  186,068  61,311

   

Ⅳ  60  62  1

Ⅴ △  12,086  48,880  60,966

Ⅵ  67,898  55,811 △  12,086

Ⅶ  55,811  104,691  48,880

   

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

その他

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増加又は減少額

短期借入金の返済による支出

コマーシャル・ペーパー発行による収入

コマーシャル・ペーパー償還による支出

配当金の支払額

社債の償還による支出

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

短期借入れによる収入

その他

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

社債の発行による収入

固定資産の取得による支出       

投融資による支出

投融資の回収による収入

定期預金等の純増減額

利息の支払額

法人税等の支払額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

支払手形及び買掛金の増加又は減少額

その他

小　　　　　　　計

利息及び配当金の受取額

使用済燃料再処理等引当金の増加又は減少額

原子力発電施設解体引当金の増加又は減少額

使用済燃料再処理等積立金の増加又は減少額

受取手形及び売掛金の増加又は減少額

使用済燃料再処理等準備引当金の増加又は減少額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

税金等調整前当期純利益  

減価償却費

固定資産除却損

連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

自　平成１８年　４月　１日
至　平成１９年　３月３１日

科　　    　目 当連結会計年度前連結会計年度 比　　較
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ア．有価証券 

   ①満期保有目的債券 

     償却原価法 

   ②その他有価証券 

    ・時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算定している。） 

    ・時価のないもの 

      主として移動平均法による原価法 

  イ．デリバティブ 

     時価法 

  ウ．たな卸資産 

     主として総平均法による原価法 

 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産は主として定率法、無形固定資産は定額法によっている。 

   なお、当社の減価償却の方法は、以下のとおりである。 

  ア．有形固定資産 

     法人税法に規定する方法と同一の基準に基づく定率法 

  イ．無形固定資産    

     法人税法に規定する方法と同一の基準に基づく定額法 

 

 (３)重要な引当金の計上基準  

  ア．貸倒引当金 

貸倒れによる損失に備えるため、期末金銭債権に対して実績率等による回収不能見込額を計上して

いる。  

  イ．退職給付引当金 

 退職給付に充てるため、将来の退職給付見込額を基礎とした現価方式による額（一部の連結子会社

は現価方式による額から年金資産の評価額を控除した額）を計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として３年)による

定額法により費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(主として３年)による定額法(一部の連結子会社は定率法)により按分した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度(一部の連結子会社は発生の当連結会計年度)から費用処理することとしている。  

 ウ．使用済燃料再処理等引当金 

再処理等を行う具体的な計画を有する使用済燃料の再処理等の実施に要する費用に充てるため、再 

処理等の実施に要する費用の見積額を原子力発電所の運転に伴い発生する当該使用済燃料の量に応じ 

て現価方式（割引率 1.7％）により計上している。 

なお、平成 17年度の引当金計上基準変更に伴い生じた差異（「電気事業会計規則の一部を改正する 

省令」（平成 17年経済産業省令第 92号）附則第 2条に定める金額）319,755 百万円については、平成 

17 年度から 15年間にわたり均等額を計上することとしており、当連結会計年度末における未認識の 

引当金計上基準変更に伴う差異は 277,121 百万円である。 

また、電気事業会計規則取扱要領第 81の規定により、翌連結会計年度に適用される割引率等を用い 

て計算した当連結会計年度末の見積差異 43,964 百万円については、翌連結会計年度から再処理等を行 

う具体的な計画を有する使用済燃料の発生期間にわたり計上することとしている。 
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エ．使用済燃料再処理等準備引当金 

再処理等を行う具体的な計画を有しない使用済燃料の再処理等の実施に要する費用に充てるため、 

再処理等の実施に要する費用の見積額を原子力発電所の運転に伴い発生する当該使用済燃料の量に応 

じて現価方式（割引率 4％）により計上している。 

再処理等を行う具体的な計画を有しない使用済燃料については、総合資源エネルギー調査会電気事 

業分科会の下に設置された「原子力発電投資環境整備小委員会」において、具体的な計画が固まるま 

での暫定的な企業会計上の措置として、その再処理等の実施に要する費用を引当金として計上するこ 

とが検討された結果、電気事業会計規則が改正されたため、これにより、当連結会計年度から使用済 

燃料再処理等準備引当金として計上している。 

なお、平成 17年度末までに発生した当該使用済燃料の再処理等に要する費用の見積額（「電気事業 

会計規則の一部を改正する省令」（平成 19年経済産業省令第 15号）附則第 2条に定める金額）6,154 

百万円については、当連結会計年度において全額を計上している。 

これらにより営業利益、当期経常利益および税金等調整前当期純利益は、それぞれ 13,138 百万円減 

少している。 

  オ．原子力発電施設解体引当金 

 将来の特定原子力発電施設の解体に要する費用に充てるため、原子力発電施設解体費の総見積額を

基準とする額を原子力発電実績に応じて計上している。 

  カ．渇水準備引当金 

     渇水による費用の増加に備えるため、電気事業法第 36条の規定により「渇水準備引当金に関する省 

    令」に基づき計算した額を計上している。 

 

なお、上記会計処理基準に関する事項の「重要な資産の評価基準及び評価方法」、「重要な減価償却資産の 

減価償却の方法」、「重要な引当金の計上基準」以外は、最近の有価証券報告書（平成 18年 6月 29日提出） 

における記載から重要な変更がないため開示を省略します。 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号 平成

17年 12月 9日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準 

適用指針第 8号 平成 17年 12月 9日）を適用している。 

   従来の資本の部の合計に相当する金額は、1,857,256 百万円である。 

   なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成している。 

 

 

（表示方法の変更） 

連結貸借対照表関係 

 前連結会計年度において、「その他の流動資産」に含めていた「たな卸資産」は、資産総額の 100 分の 1

を超えたため、当連結会計年度より区分掲記することに変更した。なお、前連結会計年度の「その他の流

動資産」に含まれている「たな卸資産」は、62,596 百万円である。 

 

連結キャッシュ･フロー計算書関係 

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めていた「たな卸資産

の増加又は減少額」は、金額の重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することに変更した。

なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれている「たな卸資産の

増加又は減少額」は、△12,886 百万円である。 
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（追加情報） 

原子力発電施設解体引当金に関する事項 

 原子力発電施設解体引当金については、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部

を改正する法律」（平成 17年法律第 44号）および「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律第61条の2第4項に規定する製錬事業者等における工場等において用いた資材その他の物に含まれる放

射性物質の放射能濃度についての確認等に関する規則」（平成17年経済産業省令第112号）の施行により、

総見積額算定の前提となるクリアランスレベル等が変更されたことから、総合資源エネルギー調査会電気

事業分科会の下に設置された「原子力発電投資環境整備小委員会」において、廃止措置費用の見積りに関

して、見直しの対象とすべき項目の選定および見積りの算定方法について検討が行われた。 

その結果、原子力発電施設解体引当金の算定要素のひとつである原子力発電施設の廃止措置費用の見積

額については、モデルプラントを用いて試算すれば全ての電気事業者の全プラント合計で 3,290 億円程度

増加するが、実際に引当を行うためのユニット毎の廃止措置に係る見積額の計算方法については、今後適

切に定められることが必要であるとの報告書案が公表された。 

よって、当連結会計年度における総見積額は、従前の方法により算定している。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)  

 
電気事業 
(百万円) 

情報通信事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

合計 
(百万円) 

消去又は全社
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1) 外部顧客に対する
  売上高 

2,358,717 74,366 145,976 2,579,059 ― 2,579,059

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

10,192 51,094 221,399 282,685 △282,685 ―

計 2,368,909 125,460 367,375 2,861,745 △282,685 2,579,059

営業費用 2,069,207 120,751 346,357 2,536,315 △284,426 2,251,889

営業利益 299,702 4,709 21,017 325,429 1,740 327,170

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

  

資産 6,271,735 286,956 529,036 7,087,727 △231,238 6,856,489

減価償却費 338,468 40,244 29,833 408,546 △5,859 402,687

資本的支出 176,779 59,723 38,240 274,742 △6,091 268,651

 

当連結会計年度(自 平成 18年４月１日 至 平成 19年３月 31日) 

 
電気事業 
(百万円) 

情報通信事業
(百万円) 

その他の事業
(百万円) 

合計 
(百万円) 

消去又は全社
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1) 外部顧客に対する
  売上高 

2,338,194 84,373 173,803 2,596,371 ― 2,596,371

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

11,566 49,068 242,101 302,735 △302,735 ―

計 2,349,760 133,441 415,904 2,899,107 △302,735 2,596,371

営業費用 2,119,804 124,458 383,239 2,627,502 △302,776 2,324,726

営業利益 229,955 8,983 32,665 271,604 40 271,644

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

  

資産 6,179,552 305,320 562,875 7,047,748 △220,517 6,827,230

減価償却費 310,546 41,557 31,696 383,800 △5,743 378,057

資本的支出 218,865 50,504 34,390 303,759 △6,300 297,458
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(注) １ 事業区分の方法 

  事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

   

２ 各区分に属する主要な製品の名称等 

 

事業区分 主要な製品・事業活動 

電気事業 電力供給 

情報通信事業 電気通信事業、電気通信設備の賃貸、情報システムの企画・設計・構築・保守運用管理、

ＣＡＴＶ事業 

その他の事業 ガス供給事業、燃料販売事業、不動産の分譲・賃貸・管理、火力・原子力プラント・電力

流通設備・情報通信設備の保全・工事、リース、環境・土木・建築関連工事、鋼管柱等の

製造・販売、エネルギー施設等の運転・保守・保安 

 

【所在地別セグメント情報】 

 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

連結子会社の所在する本邦以外の国または地域における売上高が、連結売上高の10％未満であるた

め、その記載を省略している。 

 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

連結子会社の所在する本邦以外の国または地域における売上高が、連結売上高の10％未満であるた

め、その記載を省略している。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略している。 

 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略している。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,927.29円 2,021.60円

１株当たり当期純利益金額 172.84円 159.69円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

－ 159.51円

 

（追加情報） 
「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第4号）が平成18年1月31
日付で改正されたことに伴い、当連
結会計年度から繰延ヘッジ損益（税
効果調整後）の金額を普通株式に係
る期末の純資産額に含めている。 
 なお、前連結会計年度末において
採用していた方法により算定した当
連結会計年度末の１株当たり純資産
額は、2,005円24銭である。 

(注) １．前連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純利益 

金額を下回らないため記載していない。 

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、１株当たり純資産額の算定上 

の基礎は、以下のとおりである。 

 

[１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益] 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

  当期純利益 161,049百万円 147,935百万円

  普通株主に帰属しない金額 286百万円 ―

  (うち利益処分による役員賞与金) 286百万円 ―

  普通株式に係る当期純利益 160,763百万円 147,935百万円

  普通株式の期中平均株式数 930,134,144株 926,387,939株

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

  当期純利益調整額 ― △163百万円

  (うち関連会社の潜在株式の影響に 
よる持分法投資損益) 

― △163百万円

  普通株式増加数 ― 1,578株

  (うち関連会社の潜在株式の影響に 
よる関連会社が保有する自己株式) 

― 1,578株

 
[１株当たり純資産額] 

項目 
前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 ― 1,877,355百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ― 4,941百万円

（うち少数株主持分） ― 4,941百万円

普通株式に係る期末の純資産額 ― 1,872,413百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数 

― 926,201,689株
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（開示の省略） 

   リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック･ 

オプション等、企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと 

考えられるため開示を省略します。 
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貸 　借　 対　 照　 表 

平成１９年　３月３１日 現在

(単位：百万円)

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負　　債　　及　　び　　純　　資　　産　　の　　部

科　　　　　目 前事業年度 当事業年度 科　　　　　目 前事業年度 当事業年度 比   較

△ 152,797 △ 105,326

△ 200,466 110,624

426,730 406,814 △ 19,915 △ 218,661

553,073 503,907 △ 49,166 7,348 6,643 △ 705

372,632 363,455 △ 9,177 － 24 24

2,353 2,058 △ 295 371,011 341,257 △ 29,754

△ 72,111 649,675 665,795 16,119

494,227 470,519 △ 23,707 － 13,138 13,138

△ 18,855 249,754 260,406 10,652

143,637 137,124 △ 6,513 45,655 38,890 △ 6,764

21,334 20,610 △ 724

18,209 21,751 3,541 △ 31,371

9,330 5,326 △ 4,003 287,442 316,945 29,502

280,106 34,974 146,750 96,750 △ 50,000

279,673 35,090 65,362 60,774 △ 4,587

549 432 △ 116 19,713 17,825 △ 1,888

512,407 483,774 △ 28,633 102,829 91,889 △ 10,939

90,113 93,726 3,612 58,841 57,628 △ 1,213

422,294 390,048 △ 32,246 5,609 7,690 2,080

801,676 843,467 41,791 68,723 81,384 12,660

281,659 274,693 △ 6,965 14,415 16,414 1,999

129,771 132,682 2,911 － 110 110

136,302 183,371 47,068 23,722 14,626 △ 9,096

20,643 19,492 △ 1,151

233,414 233,400 △ 13 8,541 △ 101

△ 114 △ 172 △ 57 8,642 8,541 △ 101

279,787 352,614 72,826 △ 136,799

46,477 93,832 47,355

112,838 115,071 2,232 489,320 － △ 489,320

10,842 11,788 945 67,031 － △ 67,031

44,559 59,716 15,157 67,031 － △ 67,031

716 1,178 462 －

9,199 19,945 10,745 122,330 － △ 122,330

22,744 14,796 △ 7,947 657,024 － △ 657,024

34,373 38,113 3,740 海外投資等損失準備金 24 － △ 24

△ 1,963 △ 1,828 135 原 価 変 動 調 整 積 立 金 207,000 － △ 207,000

別 途 積 立 金 450,000 － △ 450,000

234,566 － △ 234,566

101,109 － △ 101,109

△ 71,804 － 71,804

－

－ 489,320 489,320

－ 67,072 67,072

－ 67,031 67,031

－ 41 41

－

－ 122,330 122,330

－ 948,884 948,884

海外投資等損失準備金 － 167 167

原 価 変 動 調 整 積 立 金 － 207,000 207,000

別 途 積 立 金 － 530,000 530,000

繰 越 利 益 剰 余 金 － 211,717 211,717

－ △ 72,879 △ 72,879

－ 101,678 101,678

－ 87,009 87,009

－ 14,669 14,669

－

合　　　　　　計 △ 79,971 合　　　　　　計 △ 79,9716,268,884

1,599,578

1,656,407

△ 1,599,578

1,656,407

6,188,913

雑 流 動 資 産

任 意 積 立 金

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

6,188,9136,268,884

自 己 株 式

資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

関 係 会 社 短 期 債 権

利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

利 益 準 備 金

4,532,5064,669,306

前 払 費 用

資 本 準 備 金

諸 未 収 入 金

資 本 金

貯 蔵 品

資 本 剰 余 金

売 掛 金

流 動 資 産

渇 水 準 備 引 当 金

現 金 及 び 預 金

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

負 債 合 計

特 別 法 上 の 引 当 金 8,642

使用済燃料再処理等積立金

長 期 前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産

預 り 金

繰 延 税 金 資 産

雑 流 動 負 債

長 期 投 資

関 係 会 社 長 期 投 資

諸 前 受 金

関 係 会 社 短 期 債 務

加 工 中 等 核 燃 料

役 員 賞 与 引 当 金

建 設 仮 勘 定 244,582

未 払 税 金

除 却 仮 勘 定 未 払 金

核 燃 料 未 払 費 用

装 荷 核 燃 料

買 掛 金

事 業 外 固 定 資 産 １年以内に期限到来の固定負債

固 定 資 産 仮 勘 定 245,132 短 期 借 入 金

附 帯 事 業 固 定 資 産 793,411 762,040

変 電 設 備

流 動 負 債

配 電 設 備 976,781

業 務 設 備 雑 固 定 負 債

貸 付 設 備

995,636

1,217,611

原 子 力 発 電 設 備

長 期 未 払 債 務

水 力 発 電 設 備

汽 力 発 電 設 備

長 期 借 入 金

関 係 会 社 長 期 債 務

998,950

電 気 事 業 固 定 資 産 4,201,8734,402,339 社 債 1,436,8181,326,194

固 定 資 産

比   較

固 定 負 債 3,761,9253,867,251

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純 資 産 合 計

1,071,214利 益 剰 余 金

内 燃 力 発 電 設 備

送 電 設 備 1,320,6001,392,712

5,836,2995,989,097

そ の 他 資 本 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

使用済燃料再処理等引当金

原子力発電施設解体引当金

使用済燃料再処理等準備引当金

1,013,920

株 主 資 本 1,554,728

当 期 未 処 分 利 益

－

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

1,554,728

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

△ 1,013,920

1,071,214

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

５．個別財務諸表
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損   益   計   算   書
自 　平成１８年　４月  １日
至　 平成１９年　３月３１日

(単位：百万円)

費　　　　　　用　　　　　　の　　　　　　部 収　　　　　　益　　　　　　の　　　　　　部

科　　　　　目 前事業年度 当事業年度 比  較 科　　　　　目 前事業年度 当事業年度 比  較

59,949 2,403,587 △ 6,717

50,598 2,368,909 △ 19,148

水 力 発 電 費 67,594 68,451 857 電 灯 料 989,390 963,789 △ 25,600

汽 力 発 電 費 415,275 455,809 40,533 電 力 料 1,326,112 △ 8,864

原 子 力 発 電 費 326,295 363,777 37,482 地 帯 間 販 売 電 力 料 10,353 15,058 4,704

内 燃 力 発 電 費 1,393 1,563 169 他 社 販 売 電 力 料 5,948 11,042 5,094

地 帯 間 購 入 電 力 料 123,476 112,293 △ 11,182 託 送 収 益 6,365 9,478 3,112

他 社 購 入 電 力 料 281,126 303,538 22,411 事 業 者 間 精 算 収 益 2,666 2,146 △ 520

送 電 費 185,395 179,998 △ 5,396 電 気 事 業 雑 収 益 26,976 29,138 2,161

変 電 費 88,676 87,042 △ 1,633 貸 付 設 備 収 益 1,096 1,858 762

配 電 費 200,494 203,500 3,006

販 売 費 96,839 99,990 3,150

貸 付 設 備 費 529 1,047 518

一 般 管 理 費 195,920 156,197 △ 39,723

電 源 開 発 促 進 税 59,724 60,189 464

事 業 税 26,693 26,514 △ 178

電 力 費 振 替 勘 定 (貸 方 ) △ 227 △ 110 117

9,351 34,677 47,109 12,431

熱 供 給 事 業 営 業 費 用 704 － △ 704 熱 供 給 事 業 営 業 収 益 866 － △ 866

蒸 気 供 給 事 業 営 業 費 用 1,479 2,216 737 蒸 気 供 給 事 業 営 業 収 益 1,489 2,176 687

ガ ス 供 給 事 業 営 業 費 用 26,824 35,821 8,996 ガ ス 供 給 事 業 営 業 収 益 23,237 34,826 11,589

燃 料 販 売 事 業 営 業 費 用 4,599 4,126 △ 472 燃 料 販 売 事 業 営 業 収 益 4,574 4,123 △ 451

その他附帯事業営業費用 5,895 6,689 794 その他附帯事業営業収益 4,509 5,982 1,472

営 業 利 益 ( 294,877 ) ( 228,210 ) (△ 66,667 )

88,231 64,826 △ 23,404 12,637 26,005 13,368

63,190 57,216 △ 5,974 3,876 6,635 2,759

支 払 利 息 62,632 56,504 △ 6,127 受 取 配 当 金 3,134 4,369 1,234

社 債 発 行 費 － 711 711 受 取 利 息 741 2,266 1,524

社 債 発 行 費 償 却 509 － △ 509

社 債 発 行 差 金 償 却 49 － △ 49

25,040 7,609 △ 17,430 8,760 19,369 10,608

固 定 資 産 売 却 損 130 276 145 固 定 資 産 売 却 益 448 1,631 1,182

雑 損 失 24,909 7,332 △ 17,576 雑 収 益 8,312 17,738 9,426

36,544 2,416,224 6,650

219,283 189,389 △ 29,894

△ 9,595 △ 101 9,494

渇水準備引当金取崩し(貸方) △ 9,595 △ 101 9,494

228,879 189,491 △ 39,388

法 人 税 及 び 住 民 税 88,357 64,184 △ 24,172

法 人 税 等 調 整 額 △ 3,026 7,639 10,666

143,548 117,667 △ 25,881

114,337 － △ 114,337

23,319 － △ 23,319

234,566 － △ 234,566

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

2,422,875

当 期 経 常 利 益

渇 水 準 備 金 引 当 又 は 取 崩 し

事 業 外 費 用 事 業 外 収 益

当 期 経 常 費 用 合 計 2,233,4852,196,941 当 期 経 常 収 益 合 計

附 帯 事 業 営 業 収 益

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

財 務 費 用 財 務 収 益

附 帯 事 業 営 業 費 用 48,85439,502

営 業 費 用 2,168,659

電 気 事 業 営 業 費 用 2,119,805

1,317,247

営 業 収 益

2,069,207

2,396,869

電 気 事 業 営 業 収 益 2,349,760

2,108,709
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

当事業年度（自 平成18年4月1日　至 平成19年3月31日） 

平成18年3月31日
残高 （百万円）

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 （注）

事業年度中の変動額
合計 （百万円）

平成19年3月31日
残高 （百万円）

平成18年3月31日
残高 （百万円）

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 （注）

事業年度中の変動額
合計 （百万円）

平成19年3月31日
残高 （百万円）

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目である。

株     主     資     本

△

155

自 己

株 式

自己株式の処分

剰余金の配当

△

役員賞与金の支給 （注）

80,000

27,802

130

117,667

△

6

6

130

自己株式の取得

海外投資等損失準備金
の積立

剰余金の配当

当期純利益

役員賞与金の支給 （注）

海外投資等損失準備金
の取崩 （注）

資 本 金

489,320

155

△ 6

143 － 

△

14,100

101,109

41

1,184

1,554,728

評 価 ・
換 算
差 額 等
合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

41

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

純　資　産

合 　　 計

101,109

150

△

△

27,802

△

117,667

資 本 剰 余 金 利　益　剰　余　金

資 本

準備金

海 外
投資等
損 失
準備金

原 価
変 動
調 整
積 立 金

別 途

積 立 金

繰 越

利 益

剰 余 金

利 益

準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金そ の 他

資 本

剰 余 金

67,031

207,000

207,000

－ 

22,84980,000 △

1,184

△ 1,075

109

－ 

－ 

－ 

株 主

資 本

合 計

1,498,468

－ 

117,667

130△

△ 27,802

△ 32,440

△ 1,184

56,260

150

71,804122,330 450,000 234,566 △24

△

－ 

80,000

－ 

167

1,656,407

568

△ 72,879

56,828

211,717

568

530,000

14,100△

87,009

122,330

67,031

繰 延

ヘ ッ ジ

損 益

489,320

－ － 

14,669

1,599,578－ 

101,678

568

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

14,669

14,669

△

海外投資等損失準備金
の取崩

－ 

海外投資等損失準備金
の取崩

6△

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

海外投資等損失準備金
の積立

41 － 

剰余金の配当 （注） △ 32,440

△

海外投資等損失準備金
の取崩 （注）

－ 

剰余金の配当 （注） 32,440
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６．その他 

［生産・販売の状況］ 

 

【需給実績】 （単位：百万kWh） 

種      別 
平成17年度 

(平成17年4月～平成18年3月)

平成18年度 
(平成18年4月～平成19年3月) 

前年度比(%) 

水 力 発 電 電 力 量 14,089 14,973 106.3 

火 力 発 電 電 力 量 37,564 38,753 103.2 
自

社 
原 子 力 発 電 電 力 量 64,544 65,911 102.1 

34,251 33,119 96.7 
他 社 受 電 電 力 量 

△   725 △ 1,300 179.3 

15,680 13,367 85.2 
融 通 電 力 量 

△ 1,052 △ 1,706 162.2 

揚水発電所の揚水用電力量 △ 4,142 △ 3,134 75.7 

発

受

電

電

力

量 

合      計 160,209 159,982 99.9 

出      水      率     (％) 88.5 101.1 － 

    (注) 1.他社受電電力量及び融通電力量の上段は受電電力量、下段は送電電力量を示す。 

2.揚水発電所の揚水用電力量とは、貯水池運営のための揚水用に使用する電力量である。 

3.平成17年度出水率は、昭和49年度から平成15年度までの30カ年平均に対する比である。平成18年度出水率は、昭和50年

度から平成16年度までの30カ年平均に対する比である。 

4.四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。 

 

【販売実績】  

種      別 
平成17年度 

(平成17年4月～平成18年3月)

平成18年度 
(平成18年4月～平成19年3月) 

前年度比(%) 

電 灯 48,720 48,360 99.3 

電 力 98,389 98,896 100.5 

販 売 

電 力 量 

(百万kWh) 計 147,108 147,257 100.1 

電 灯 989,390 963,789 97.4 

電 力 1,326,112 1,317,247 99.3 

料 金 

収 入 

(百万円) 計 2,315,502 2,281,037 98.5 

(注)1.本表には、特定規模需要を含む。 

2.本表の金額には、消費税等を含まない。 

3.四捨五入の関係で、合計が一致しない場合がある。    
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